
○公立大学法人大阪公益通報規程 

平成31年４月１日 

規程第16号 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、公益通報者保護法（平成16年法律第122号。以下「法」という。）の

もとにおいて、公立大学法人大阪（以下「法人」という。）に対する公益通報の処理その

他必要な事項等を定め、不正行為等の早期発見及び是正を図るとともに、公益通報者の保

護を図ることをもって、法令遵守の強化及び法人の健全な発展に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において「公益通報」とは、法人の教職員（労働者派遣契約その他の契約

に基づき法人の業務に従事する者を含む。以下同じ。）が、不正の利益を得る目的、他人

に損害を加える目的その他の不正の目的でなく、法人又は法人の業務に従事する場合にお

ける役員、教職員、代理人その他の者について通報対象事実が生じ、又はまさに生じよう

としている旨を、法人に通報することをいう。 

２ この規程において「公益通報者」とは、公益通報をした教職員をいう。 

３ この規程において「通報対象事実」とは、次のいずれかの事実をいう。 

(1) 法別表に掲げる法律（これらの法律に基づく命令を含む。次号において同じ。）に

規定する罪の犯罪行為の事実 

(2) 法別表に掲げる法律の規定に基づく処分に違反することが前号に掲げる事実となる

場合における当該処分の理由とされている事実（当該処分の理由とされている事実が同

表に掲げる法律の規定に基づく他の処分に違反し、又は勧告等に従わない事実である場

合における当該他の処分又は勧告等の理由とされている事実を含む。） 

(3) 法人の規程等に違反する行為 

(4) その他法人の事業に係る不正な行為 

４ この規程において「被通報者」とは、その者が法令違反等を行った、行っている又は行

おうとしていると通報された者をいう。 

５ この規程において「部局等」とは、公立大学法人大阪組織規程に定める事務組織及び教

育研究組織、教職協働組織、附属施設その他これらに相当する組織をいう。 

第２章 管理体制 

（総括責任者） 



第３条 法人に、公益通報に係る業務を管理し、及び総括するため、総括責任者を置く。 

２ 総括責任者は、理事長から特に命を受けた理事（総務担当）をもって充てる。 

第３章 通報処理体制 

（通報窓口） 

第４条 法人における公益通報及び公益通報に関する相談に対応するため、監査室及び法人

が委任した学外の法律事務所等に通報窓口を置く。 

２ 前項の通報窓口に担当者を置き、監査室の職員及び前項の法律事務所等の弁護士等をも

って充てる。 

（通報の方法） 

第５条 公益通報は、通報窓口に対する電子メール、ファクシミリ、郵送、電話又は面談に

より受け付けるものとする。 

２ 前項の公益通報は、氏名、連絡先及び通報対象事実を明らかにして行われた場合に限り、

これを受け付けるものとする。ただし、氏名及び連絡先を明らかにしないで行われた公益

通報であって、当該通報の内容に相当の理由又は根拠があるときは、これを受け付けるこ

とがある。 

（通報の受付及び通報窓口以外への通報） 

第６条 通報窓口において、公益通報を受けたときは、総括責任者に報告の上、速やかに当

該公益通報を受領した旨を当該公益通報者に通知する。ただし、前条第２項ただし書きの

場合にあっては、通知は行わない。 

２ 通報窓口以外の法人の役員又は教職員が公益通報を受けたときは、速やかに通報窓口に

連絡し、かつ、当該公益通報者に対し通報窓口に公益通報を行うよう助言しなければなら

ない。 

（通報に対する措置の検討） 

第７条 総括責任者は、第６条第１項に規定する公益通報の報告を受けたときは、当該公益

通報に関し必要な措置の検討を行う。 

２ 総括責任者は、前項の報告を受けたときは、当該通報対象事実に係る調査の実施の要・

不要を検討した上、公益通報を受けた通報窓口の担当者を通じ、当該公益通報者に対し、

調査を実施するか否かを通知するものとする。ただし、第５条第２項ただし書きの場合に

あっては、通知は行わない。 

３ 総括責任者は、前項に規定する調査の実施が必要と判断した場合は、速やかに理事長に

報告するものとする。 



４ 総括責任者は、監査室と連携を図り、第２項に規定する調査を関係する部局等の長に行

わせるものとする。ただし、必要に応じて外部機関に調査を行わせることができる。 

（調査の実施） 

第８条 調査は、関係資料の提出、事実の証明、報告その他調査の実施上必要な行為を求め

ることにより実施する。 

２ 調査は、事実に基づき公正不偏に実施しなければならない。 

（協力義務） 

第９条 教職員は、当該調査に際して協力を求められた場合には、当該調査を行う者に対し、

積極的に協力しなければならない。 

２ 前条第１項の規定により調査の実施上必要な行為を求められたときは、正当な理由なく

これを拒否することができないものとする。 

（調査結果の報告） 

第10条 部局等の長は、調査を終えたときは、当該調査結果を総括責任者に報告する。 

２ 総括責任者は、前項で報告を受けた調査結果を、理事長に報告する。 

（是正措置等） 

第11条 総括責任者は、調査の結果、通報対象事実が明らかになったときは、直ちに是正及

び再発防止のために必要な措置（以下「是正措置等」という。）を講じ、又は部局等の長

に対し是正措置等を講じることを命じなければならない。 

２ 部局等の長は、前項の規定により命じられた是正措置等を講じたときは、当該是正措置

等の内容を総括責任者に報告するものとする。 

３ 総括責任者は、第１項の措置を講じたとき又は前項の報告を受けたときは、理事長にそ

の内容を報告し、必要に応じて、関係行政機関に対し当該調査結果及び是正措置等に関し

報告を行うものとする。 

４ 総括責任者は、通報対象事実が明らかにならなかったときは、その旨を、是正措置を講

じたときはその内容を、是正措置を講じなかったときはその旨及びその理由を遅滞なく、

通報窓口の担当者を通じて当該通報者に通知するものとする。ただし、第５条第２項ただ

し書きの場合にあっては、当該公益通報者に対する通知は行わない。 

第４章 当事者の責務 

（被通報者等への配慮） 

第12条 総括責任者は、第11条第４項の規定により公益通報者に通知をするときは、当該公

益通報に係る被通報者又は当該調査に協力した者等の名誉、プライバシー等を侵害するこ



とのないように配慮しなければならない。 

（通報窓口の担当者等の義務） 

第13条 通報窓口の担当者又は調査を実施する者は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。当該通報窓口の担当者等でなくなった後も、同様とする。 

（不適切な通報制限） 

第14条 公益通報者は、虚偽の通報又は法人若しくは他人を誹謗中傷する通報その他の不正

目的の通報を行ってはならない。 

２ 教職員が前項の通報を行った場合は、就業規則等に従って、懲戒処分を行うことができ

る。 

第５章 公益通報者の保護 

（解雇の禁止） 

第15条 法人は、公益通報又は公益通報に関する相談（以下「公益通報等」という。）をし

たことを理由として、当該公益通報等をした者に対し解雇（労働者派遣契約その他の契約

に基づき法人の業務に従事する者にあっては、当該契約の解除）を行ってはならない。 

（不利益取扱いの禁止） 

第16条 法人又は法人の役員及び教職員は、公益通報等をしたことを理由として、当該公益

通報等をした者に対し不利益な取扱いをしてはならない。 

第６章 その他 

（公益通報に該当しない通報に対する準用） 

第17条 法人の教職員以外の者からの通報については、この規程に定める公益通報の例に準

じて取り扱うものとする。 

（他の規程等との関係） 

第18条 法人の他の規程等に別段の定めがある場合は、当該規定を適用する。 

（雑則） 

第19条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

（法との関係） 

第20条 この規程に定めのない事項は、法の定めるところに従う。 

附 則 

この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

 


